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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第41期

第３四半期
連結累計期間

第42期
第３四半期
連結累計期間

第41期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 71,882 70,901 95,287

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 540 1,855 △491

親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失（△）

(百万円) △9,871 784 △11,250

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △12,060 △362 △14,709

純資産額 (百万円) 26,215 28,209 28,764

総資産額 (百万円) 113,563 110,415 109,605

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期(当期)純損失金額（△）

(円) △377.14 19.91 △429.83

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― 18.54 ―

自己資本比率 (％) 23.1 25.3 26.0
 

 

回次
第41期

第３四半期
連結会計期間

第42期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 6.72 41.29
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第41期第３四半期連結累計期間は、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。また、第41期は、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純

損失であるため、記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、米国では雇用の堅調な拡大や家計支出の伸びに加え、新大統領

の経済政策への期待により景況感が上向き、景気は堅調に推移しました。欧州においても全体的に企業収益に底入

れ感がでて緩やかな成長がみられました。また中国を中心としたアジア諸国では、中国政府による景気政策の取組

みや新興国における景気の立ち上がり等により、景気は底堅く推移しました。

 国内経済においても、円安の進行や雇用の回復、個人消費の改善を背景に、企業収益は改善され、景気は緩やか

な回復基調にありました。

 しかしながら全体的には、米国の今後の保護主義政策や金利政策等による先行き不安感も存在し、景気は不透明

な状況にあります。

 当社グループの主要な取引先である自動車業界では、好調な自動車需要に加え、エレクトロニクス化の伸びや運

転支援に関わる技術とその先にある自動運転への期待も加わり堅調に推移しています。またエレクトロニクス業界

では、スマートフォンは先進諸国において成長率の鈍化は見られるものの、新興国を含めたグローバル市場におい

て好調に推移しました。また、AIやIoT等における様々な提案も活発化し始めて市場の広がりへの期待も高まってお

ります。

 このような市場環境のもと当社グループでは、グローバルでの自動車需要の伸びによる基板需要の拡大を的確に

捉えた販売や、ADAS（先進運転支援システム）等に関わる新商品の提案を積極的におこなうことで売上を拡大しま

した。

 またスマートフォン用基板につきましても、グローバルで上位のメーカーや中国で大きく成長しているメーカー

を顧客として受注を拡大した結果、売上は好調に推移しました。さらに将来の自動運転に向けた新技術やAI・IoTに

向けた市場の動きを見据えた高機能基板の開発なども積極的におこなって今後の事業拡大への布石を打っておりま

す。

 また経営においては、一昨年より進めてきた歩留り改善や固定費・販管費削減等の構造改革の施策の効果によ

り、利益体質が強化されてきております。これに売上規模の拡大も加わり第３四半期累計では売上、利益とも計画

を上回る実績をあげることができました。特に為替の影響により円換算上では売上高が前年同期を下回りました

が、利益では影響を上回り増益となりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、709億１百万円（前年同期比1.4％減）と前年同期に比べ９

億８千万円の減収となりました。損益面では、営業利益が41億６千１百万円（前年同期比97.7％増）、経常利益が

18億５千５百万円（前年同期比243.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益が７億８千４百万円（前年同期は

親会社株主に帰属する四半期純損失98億７千１百万円）となりました。
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(2) 財政状態の分析

(資産)

当第３四半期連結会計期間末の総資産は1,104億１千５百万円となり、前連結会計年度末に比べ８億９百万円増加

しました。流動資産において、現金及び預金が13億５千４百万円減少、受取手形及び売掛金が35億５千６百万円増

加、たな卸資産が18億７千５百万円増加、固定資産において、有形固定資産が26億７千３百万円減少が主な要因で

あります。

(負債)

当第３四半期連結会計期間末の負債は822億５百万円となり、前連結会計年度末に比べ13億６千４百万円増加しま

した。流動負債において、支払手形及び買掛金が29億８千９百万円増加、短期借入金が22億１千２百万円減少、１

年内返済予定の長期借入金が10億９百万円増加、流動負債のその他が29億４千７百万円増加、固定負債において、

長期借入金が30億７千６百万円減少が主な要因であります。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末の純資産は282億９百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億５千４百万円減少し

ました。資本剰余金が80億円減少、利益剰余金が86億９百万円増加、為替換算調整勘定が15億６千万円減少が主な

要因であります。なお、平成28年６月28日開催の定時株主総会の決議により、資本準備金の額を80億円減少し、そ

の他資本剰余金に振替えるとともに、その他資本剰余金のうち80億円を繰越利益剰余金に振替えております。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は５億６千９百万円であります。

 なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

Ａ種優先株式 50

計 70,000,000
 

(注) 当社の発行可能種類株式総数は、それぞれ普通株式70,000,000株、Ａ種優先株式50株であり、合計では

70,000,050株となりますが、発行可能株式総数は、70,000,000株とする旨を定款に定めております。なお、種

類別の発行可能種類株式総数の合計と発行可能株式総数との一致については、会社法上要求されておりませ

ん。

　

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,803,320 26,803,320
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は
100株であります。

Ａ種優先株式
(当該優先株式は行
使価額修正条項付
新株予約権付社債
券等であります。)

50 50 非上場 (注)１、２、３

計 26,803,370 26,803,370 ― ―
 

(注) １ Ａ種優先株式(以下「本優先株式」又は「Ａ種優先株式」という。)に係る行使価額修正条項付新株予約権付

社債券等の特質は、以下のとおりであります。

(1) 本優先株式には、当社普通株式を対価とする取得請求権が付与されております。本優先株式の取得請求権

の対価として交付される普通株式の数は、一定の期間における当社の株価を基準として決定され、又は修

正されることがあり、当社の株価の下落により、当該取得請求権の対価として交付される当社普通株式の

数は増加する場合があります。

(2) 本優先株式の取得請求権の対価として交付される普通株式の数は、取得請求権が行使された本優先株式に

かかる下記３(4)②に定めるＡ種優先株式１株当たりの取得価額を、下記３(4)②に定める転換価額で除し

て算出されます(１株に満たない端数がある場合は切り捨てます。)。また、転換価額は、下記３(4)②に

記載のとおり、平成28年９月30日及びそれ以降の６か月毎の応当日である転換価額修正日において、各転

換価額修正日における時価の90％に相当する金額(修正後転換価額)に修正されます。但し、修正後転換価

額が当初転換価額の50％(下限転換価額)を下回るときは、修正後転換価額は下限転換価額とし、修正後転

換価額が当初の転換価額の150％(上限転換価額)を上回る場合、修正後転換価額は上限転換価額としま

す。上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の証券取引所における

当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の単純平均値(終値のない日数を除く。円位

未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)をいいます。上記の詳細は、下記３(4)②

をご参照ください。

２ Ａ種優先株式に係る行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項は、以下のとおりであります。

(1) 行使価額修正条項付新株予約権付社債券等(本優先株式)に表示された権利の行使に関する事項

①金銭を対価とする取得請求の制約について

割当先による下記３(5)記載の金銭を対価とする取得請求権の行使に関しては、当社と割当先との間の平

成28年２月４日付投資契約(以下「本投資契約」という。)において、下記のいずれかの事由が発生した場

合に限定されています。

(ⅰ)平成31年３月31日が経過している場合

(ⅱ)当社代表取締役社長である名屋 佑一郎氏(以下「名屋氏」という。)及び名屋氏が代表者を務める有

限会社ユーホーの当社に対する議決権保有割合の合計が15％以下となった場合(但し、名屋氏の自発的

な意思に基づかない事由により議決権保有割合に変動が生じた場合を除く。)

(ⅲ)当社が本投資契約に定める義務に重大な点において違反した場合

(ⅳ)本投資契約に規定する当社による表明及び保証に重大な違反があった場合
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(ⅴ)名屋氏が、当社の代表取締役及び取締役としての地位から自発的に退任し若しくは正当な理由なく解

任され、又は、自発的な意思に基づき代表取締役及び取締役としての職務の遂行を実質的に停止した

場合

②普通株式を対価とする取得請求の制約について

割当先による下記３(4)記載の当社普通株式を対価とする取得請求権の行使に関しては、平成32年３月31

日が経過している場合で、かつ本投資契約において、下記のいずれかの事由が発生した場合に限定されて

います。

(ⅰ)名屋氏及び有限会社ユーホーの当社に対する議決権保有割合の合計が15％以下となった場合(但し、名

屋氏の自発的な意思に基づかない事由により議決権保有割合に変動が生じた場合を除く。)

(ⅱ)当社が本投資契約に定める義務に重大な点において違反した場合

(ⅲ)本投資契約に規定する当社による表明及び保証に重大な違反があった場合

(ⅳ)名屋氏が、当社の代表取締役及び取締役としての地位から自発的に退任し若しくは正当な理由なく解

任され、又は、自発的な意思に基づき代表取締役及び取締役としての職務の遂行を実質的に停止した

場合

(ⅴ)本優先株式発行要項に定める金銭対価の取得請求権を行使したとしても、割当先が保有している本優

先株式のすべてについて金銭を対価として当社に取得させることができない場合

③割当先との投資契約における合意について

当社は、割当先との本投資契約において、主に次に掲げる事項を遵守することとしております。

(ⅰ)財務制限条項

(a) 平成28年３月期決算期(当該決算期を含む。)以降、各事業年度の決算期の末日における直前の12か月

の連結の営業損益が、２期連続して損失とならないようにすること。

(b) 平成29年３月期決算期(当該決算期を含む。)以降、各事業年度の決算期の末日における直前の12か月

の単体の営業損益が、２期連続して損失とならないようにすること。

(c) 平成28年３月期決算期(当該決算期を含む。)以降、各事業年度の決算期の末日における連結の貸借対

照表上の純資産の部の金額を(イ)205億8900万円、又は(ロ)直前の決算期末日における連結の貸借対

照表上の純資産の部の金額の75％のいずれか高い方の金額以上に維持すること。但し、(ロ)に関して

は平成28年３月期を除きます。

(d) 平成30年３月期以降、各事業年度の決算期の末日及び各四半期会計期間の末日におけるレバレッジ・

レシオ(連結有利子負債の合計金額を直前12か月の連結EBITDA(連結損益計算書における営業利益に連

結キャッシュフロー計算書における減価償却費及びのれん償却費を加算したもの)にて除したもの)を

７倍以下に維持すること(但し、連結EBITDAが負の値となった場合、レバレッジ・レシオは７倍を超

えたものとみなします。)。

(ⅱ)投資制限条項

(a) 平成29年３月期決算期(当該決算期を含む。)以降、各事業年度における当社の連結の投資金額につい

て40億円を上回らないようにすること。但し、割当先の事前の書面による承諾を得た場合は、この限

りではありません。

(b) 当社の本投資契約に基づく債務の弁済に重大な悪影響を及ぼすおそれのある投資(投資金額にかかる

支出を伴う行為(設備投資及び投融資形態による投資を含みます。)をいいます。)を行わないこと。

(ⅲ)分配可能額確保義務

(a) 当社は、法令において認められる範囲内で、かつ、本投資契約に従い認められる範囲内で、本優先株

式に関し、いつでも、50億円以上の分配可能額(但し、本優先株式の取得に伴い対価の支払が行われ

た場合には、当該支払金額を控除します。)を維持するものとします。

(b) 当社は、法令において認められる範囲内で、かつ、本投資契約に従い認められる範囲内で、(イ)優先

配当金及び本優先株式にかかる取得価額の支払を行うものとし、(ロ)その支払原資を確保するために

必要とされる一切の措置を行うものとし、(ハ)当社グループの会社をして、当社によるかかる資金の

確保に必要な一切の措置を行わせしめるものとします。

(ⅳ)配当に関する義務

(a) 当社は、法令及び本優先株式発行要項に従い、法令及び本優先株式発行要項において認められる範囲

内において、本優先株主に対し、以下のとおり平成28年９月末日以降の毎年６月末日と12月末日の年

２回を配当日(当該日が営業日でない場合はその前営業日とします。)として、本優先配当金の支払を

行うものとします。

(b) 当社は、本優先配当金の支払に関連して、以下の各号を遵守します。

(b-1) 当社は、本優先株主に対し、配当日において、当社の最新の監査済財務諸表に基づいて算定され

る分配可能額及び当該配当日に支払われる本優先配当金の額並びにそれらの算定根拠を書面で報

告します。

(b-2) 当社は、配当日において、本優先株式発行要項に規定する本優先配当金の金額の満額が支払われ

ない場合、本優先株主に対し、当該配当日にその理由について書面で報告します。

(ⅴ)取締役、監査役及びオブザーバーの指名

(a) 割当先は、当社の取締役及び監査役をそれぞれ１名指名するものとします。

(b) 割当先が指名する取締役及び監査役が辞任、解任又は職務執行不能により退任した場合は、割当先が

後任を指名する権利を有するものとします。

(c) 割当先は、オブザーバーを最大２名指名できるものとします。当該オブザーバーは、議決権は有しま

せんが、当社の取締役会その他の経営上重要な会議に出席し、その意見を述べることができるものと

します。

(2) 当社の株券の売買に関する事項についての取得者(割当先)と当社との間の取決めの内容
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割当先が本優先株式の全部又は一部を譲渡する場合には、譲渡予定日の３か月前までに、当社の取締役会

に対し、①譲渡予定日、②予定譲渡先、③株数、④譲渡価格、⑤その他の譲渡条件の概要を通知(以下

「譲渡通知」という。)するものとしています。当社の取締役会は、当該通知を受領後４週間以内に、当

該譲渡を承認するか否かを判断し、承認しない場合には、代替の譲渡先(以下「指定買受人」という。)を

指定し、割当先に対し通知します。割当先が上記期間内にかかる通知を受領しなかった場合、当社の取締

役会が当該譲渡を承認したものとみなします。但し、譲渡予定日が平成33年３月31日以降(但し、割当先

の組合としての存続期間が平成34年３月31日以降に延長された場合には、当該延長された日の１年前の応

当日以降)の場合、割当先は当社の取締役会に対して、１か月前までに譲渡通知をすれば足りるものとし

ます。この場合、当社の取締役会は、当該通知を受領後２週間以内に、当該譲渡を承認するか否かを判断

し、承認しない場合には、指定買受人を指定し、割当先に対し通知します。割当先が上記期間内にかかる

通知を受領しなかった場合、当社の取締役会が当該譲渡を承認したものとみなします。

(3) 当社の株券の貸借に関する事項についての取得者と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

該当事項はありません。

(4) その他投資者の保護を図るため必要な事項

①単元株式数

Ａ種優先株式の単元株式数は１株であります。

②議決権の有無及び内容の差異並びに理由

当社は、Ａ種優先株式とは異なる種類の株式である普通株式を発行しています。普通株式は、株主として

の権利内容に制限のない株式ですが、Ａ種優先株式は、株主総会において議決権を有しません。これは、

本優先株式が剰余金の配当及び残余財産の分配について優先権を持つ代わりに議決権を付さないこととし

たものであります。

③種類株主総会の決議

当社は、会社法第322条第１項の規定による種類株主総会の決議を要しない旨を定款で定めておりませ

ん。

３ Ａ種優先株式の内容は、以下のとおりであります。

(1) 単元株式数は１株であります。

(2) 優先配当金

①優先配当金

Ⅰ.Ａ種優先配当金

当社は、剰余金の配当を行うときは、当該配当にかかる基準日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ

種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下

「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又

は普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につ

き本３(2)①Ⅱ.に定める額の配当金（以下「Ａ種優先配当金」という。）を支払う。但し、当該配当にか

かる基準日を含む事業年度に属する日を基準日として、Ａ種優先配当金の全部又は一部の配当（本３(2)

②に定めるＡ種優先累積未払配当金の配当を除き、Ａ種優先中間配当金（本３(2)④に定義する。以下同

じ。）を含む。）がすでに行われている場合、かかる配当の累積額を控除した額とする。

Ⅱ.Ａ種優先配当金の額

Ａ種優先配当金の額は、１株につき、１億円（但し、Ａ種優先株式の発行日の属する事業年度の翌々事業

年度の初日以降を基準日とする配当に関しては、１億円にＡ種優先株式の発行日の属する事業年度の翌々

事業年度の初日（当日を含む。）から最後に到来した配当にかかる基準日の属する事業年度の末日（当日

を含む。）までの期間に対して年率101％（事業年度ごとの複利計算）の利率で計算される金額）に年率

７％を乗じた金額（１円に満たない金額は切り上げる。）とする。なお、当該計算は、１年を 365 日と

した日割計算により行うものとし、除算は最後に行うものとする。但し、平成28年３月31日に終了する事

業年度に属する日を基準日とするＡ種優先配当金の額は、１株につき、０円とする。

②累積条項

ある事業年度に属する日を基準日として、Ａ種優先株主又は Ａ種優先登録株式質権者に対して支払う１

株当たり剰余金の配当（以下に定めるＡ種優先累積未払配当金の配当を除き、Ａ種優先中間配当金を含

む。）の額の合計額が当該事業年度にかかるＡ種優先配当金の額に達しない場合、その不足額は、当該事

業年度の翌事業年度の初日（同日を含む。）以降、実際に支払われた日（同日を含む。）まで、年率７％

で１年毎の複利計算により累積する。なお、当該計算は、１年を 365 日とした日割計算により行うもの

とし、除算は最後に行い、円位未満小数第２位まで計算し、その小数第２位を四捨五入する。累積した不

足額（以下「Ａ種優先累積未払配当金」という。）については、Ａ種優先配当金及び普通株主若しくは普

通登録株式質権者に対する配当金に先立って、これをＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して

支払う。

③非参加条項

Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて剰余金を配当しない。但

し、当社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定

される剰余金の配当又は当社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765

条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

④Ａ種優先中間配当金

当社は、毎年９月30日を基準日として剰余金の配当を行う場合、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又

は記録されたＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立

ち、Ａ種優先株式１株につき当該基準日の属する事業年度におけるＡ種優先配当金の額の２分の１に相当

する額（１円に満たない金額は切り上げる。）（以下「Ａ種優先中間配当金」という。）を配当する。但

し、当該配当にかかる基準日を含む事業年度に属する日を基準日として、Ａ種優先配当金の全部又は一部
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の配当（Ａ種優先累積未払配当金の配当を除く。）がすでに行われている場合、かかる配当の累積額を控

除した額とする。

(3) 残余財産の分配

当社は、残余財産を分配する場合、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通

登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株当たりの残余財産分配価額として、以下の算式に基づいて算

出される額（以下「基準価額」という。）を支払う。

 

（基準価額算式）

１株当たりの残余財産分配価額＝当初払込金額＋Ａ種優先累積未払配当金＋前事業年度未払Ａ種優先配当

金＋当事業年度未払優先配当金額＋当初払込金額にＡ種優先株式の発行日（当日を含む。）から残余財産

分配日（当日を含む。）までの期間に対して年率１％（発行日の属する事業年度を除き、事業年度ごとの

複利計算とし、各事業年度のうち１年に満たない期間がある場合は、当該事業年度については１年を365

日とした日割計算により行うものとし、除算は最後に行うものとする。）の利率で計算される金額（円位

未満小数第２位まで計算し、その小数第２位を四捨五入する。）

 

上記算式における「Ａ種優先累積未払配当金」は、残余財産分配がなされる日（以下「残余財産分配日」

という。）を実際に支払われた日として、本３(2)②に従い計算される額とし、「前事業年度未払Ａ種優

先配当金」は、基準日の如何にかかわらず、残余財産分配日の属する事業年度の前事業年度（本３(3)に

おいて「前事業年度」という。）にかかるＡ種優先配当金のうち、残余財産分配日までに実際に支払われ

ていないＡ種優先配当金がある場合における当該前事業年度にかかるＡ種優先配当金の不足額（但し、Ａ

種優先累積未払配当金に含まれる場合を除く。）とし、また、「当事業年度未払優先配当金額」は、残余

財産分配日の属する事業年度に属する日を基準日とするＡ種優先配当金について、残余財産分配日の属す

る事業年度の初日（同日を含む。）以降、残余財産分配日（同日を含む。）までの期間に実日数につき日

割計算により算出される金額から、残余財産分配日の属する事業年度の初日（同日を含む。）以降に、当

該事業年度に属する日を基準日として、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に支払われた配当（Ａ

種優先累積未払配当金及び前事業年度にかかるＡ種優先配当金の配当を除く。）がある場合における当該

配当の金額を控除した金額とする。なお、当該計算は、１年を365日とした日割計算により行うものと

し、除算は最後に行い、円位未満小数第２位まで計算し、その小数第２位を四捨五入する。Ａ種優先株主

又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。

(4) 普通株式を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、当社に対し、本３(4)①に定める取得を請求することができる期間中、本３(4)②に定め

る条件で、普通株式を対価としてＡ種優先株式の全部又は一部を取得することを請求することができる。

①取得を請求することができる期間

平成32年３月31日以降

②取得と引換えに交付すべき財産

Ⅰ．当社は、Ａ種優先株主が取得請求権を行使した場合、当該Ａ種優先株主の有するＡ種優先株式を取得

するのと引換えに、当該Ａ種優先株主に対して、次に定める条件により当社の普通株式を交付する(本３

(4)において、当該取得を行う日を「取得日」という。)。なお、Ａ種優先株主に交付される普通株式数の

算出に際し、１株未満の端数が生じた場合、これを切り捨てるものとし、会社法第167条第３項の定める

金銭による調整は行わない。
　

取得と引換えに
交付すべき普通株式数

＝ Ａ種優先株式１株当たりの取得価額÷転換価額
 

　
「Ａ種優先株式１株当たりの取得価額」とは、(ⅰ)当初払込金額、(ⅱ)Ａ種優先累積未払配当金、(ⅲ)前

事業年度未払Ａ種優先配当金、(ⅳ)当事業年度未払優先配当金額、及び(ⅴ)当初払込金額にＡ種優先株式

の発行日(当日を含む。)から取得日(当日を含む。)までの期間に対して年率１％(発行日の属する事業年

度を除き、事業年度ごとの複利計算とし、各事業年度のうち１年に満たない期間がある場合は、当該事業

年度については１年を365日とした日割計算により行うものとし、除算は最後に行うものとする。)の利率

で計算される金額(円位未満小数第２位まで計算し、その小数第２位を四捨五入する。)の合計額とする。

なお、本３(3)に定める基準価額の計算における「残余財産分配日」を「取得日」と読み替えて、上記の

取得価額を計算する。

Ⅱ．転換価額

イ 当初転換価額

当初転換価額は、250円とする。

ロ 転換価額の修正

転換価額は、平成28年９月30日及びそれ以降の６か月毎の応当日(当該日が株式会社東京証券取引所

JASDAQ市場(以下「証券取引所」という。)の取引日でない場合には翌取引日とする。以下「転換価額修

正日」という。)において、各転換価額修正日における時価の90％に相当する金額(以下「修正後転換価

額」という。)に修正されるものとする。但し、修正後転換価額が当初転換価額の50％(以下「下限転換

価額」という。)を下回るときは、修正後転換価額は下限転換価額とし、修正後転換価額が当初の転換

価額の150％(上限転換価額)を上回る場合、修正後転換価額は上限転換価額とする。なお、転換価額

が、下記ハにより調整された場合には、下限転換価額及び上限転換価額についても同様の調整を行うも

のとする。上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の証券取引所

における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の単純平均値(終値のない日数を

除く。円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)とする。

ハ 転換価額の調整
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(a) 当社は、Ａ種優先株式の発行後、以下の(b)に掲げる各事由により普通株式数に変更を生じる場合又

は変更を生ずる可能性がある場合においては、次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)を

もって転換価額を調整する。但し、Ａ種優先株式の過半数に相当する株式を保有するＡ種優先株主が

同意した場合には転換価額を調整しないものとする。
　

 
調整後
転換価額

 
＝

 
調整前
転換価額

 
×

既発行普通株式数 ＋
交付普通株式数×１株当たりの払込金額

１株当たり時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数
 

　
転換価額調整式で使用する「既発行普通株式数」は、普通株主に以下の(b)(ⅰ)から(ⅴ)までの各取

引にかかる基準日が定められている場合はその日、また基準日が定められていない場合は調整後の転

換価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から当該日における当社の有す

る普通株式数を控除し、当該転換価額の調整前に以下の(b)又は(d)に基づき交付普通株式数とみなさ

れた普通株式のうち未だ交付されていない普通株式の数を加えた数とする。転換価額調整式で使用す

る「交付普通株式数」は、普通株式の株式分割が行われる場合には、株式分割により増加する普通株

式数(基準日における当社の有する普通株式に関して増加した普通株式数を含まない。)とし、普通株

式の併合が行われる場合には、株式の併合により減少する普通株式数(効力発生日における当社の有

する普通株式に関して減少した普通株式数を含まない。)を負の値で表示して使用するものとする。

転換価額調整式で使用する「１株当たりの払込金額」は、以下の(b)(ⅰ)、(ⅱ)及び(ⅳ)の場合は０

円とし、(b)(ⅲ)の場合は当該払込金額(金銭以外の財産を出資の目的とする場合には適正な評価額と

する。)、(b)(ⅴ)の場合は(b)(ⅵ)で定める対価の額とする。

(b) 転換価額調整式によりＡ種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時

期については、次に定めるところによる。

(ⅰ)普通株式の株式分割をする場合

調整後の転換価額は、普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

(ⅱ)普通株式の無償割当てをする場合

調整後の転換価額は、無償割当ての効力発生日の翌日以降これを適用する。但し、当社の無償割

当てのための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

(ⅲ)以下の(c)(ⅱ)に定める時価を下回る払込金額をもって普通株式を交付する場合(当社の交付した

取得条項付株式、取得請求権付株式若しくは取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付された

ものを含む。以下本ハにおいて同じ。)の取得と引換えに交付する場合又は普通株式の交付を請求

できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本ハにおいて同じ。)その他の

証券若しくは権利の転換、交換又は行使により交付する場合を除く。)

調整後の転換価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設けられた場合は当該払込期間の最終日

とする。以下同じ。)の翌日以降これを適用する。但し、当社の普通株主に募集株式の割当てを受

ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

(ⅳ)普通株式の併合をする場合

調整後の転換価額は、当社普通株式の併合により株式を取得される株主を定めるための基準日(基

準日を定めない場合は効力発生日)の翌日以降これを適用する。

(ⅴ)取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権であって、その取得と引換え

に以下の(c)(ⅱ)に定める時価を下回る対価をもって普通株式を交付する定めがあるものを交付す

る場合(無償割当ての場合を含む。)、又は以下の(c)(ⅱ)に定める時価を下回る対価をもって普通

株式の交付を請求できる新株予約権その他の証券若しくは権利を交付する場合(無償割当ての場合

を含む。)

調整後の転換価額は、交付される取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予

約権、又は新株予約権その他の証券若しくは権利(以下「取得請求権付株式等」という。)の全て

が当初の条件で取得、転換、交換又は行使され普通株式が交付されたものとみなして転換価額調

整式を準用して算出するものとし、交付される日又は無償割当ての効力発生日の翌日以降これを

適用する。但し、普通株主に取得請求権付株式等の割当てを受ける権利を与えるため又は無償割

当てのための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、取得、転換、交換又は行使に際して交付される普通株式の対価が上記の時点

で確定していない場合は、調整後の転換価額は、当該対価の確定時点で交付されている取得請求

権付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で取得、転換、交換又は行使され普通株式が交付

されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌

日以降これを適用する。

(ⅵ)上記(ⅴ)における対価とは、取得請求権付株式等の交付に際して払込みその他の対価関係にある

支払がなされた額(時価を下回る対価をもって普通株式の交付を請求できる新株予約権の場合に

は、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とする。)から、その取得、転換、交換又

は行使に際して取得請求権付株式等の所持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した

金額を、その取得、転換、交換又は行使に際して交付される普通株式の数で除した金額をいう。

(c)(ⅰ)転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨て

る。

(ⅱ)転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる

30取引日の証券取引所における普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の単純平均

値(終値のない日数を除く。円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)

とする。
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(d) 上記(b)に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に該当すると当社取締

役会が合理的に判断する場合には、当社は、必要な転換価額の調整を行う。

(ⅰ)当社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権利義務の全部又は一部

の承継、又は他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全部の取得のため

に転換価額の調整を必要とする場合。

(ⅱ)転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の

算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要がある場合。

(ⅲ)その他、転換価額調整式で使用する「既発行普通株式数」の変更又は変更の可能性の生じる事由

の発生により転換価額の調整を必要とする場合。

(e) 転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満の場合は、転

換価額の調整は行わないものとする。但し、本(e)により不要とされた調整は繰り越されて、その後

の調整の計算において斟酌される。

(f) 上記(a)ないし(e)により転換価額の調整を行う場合、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにそ

の事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用の日その他必要な事項を株主名簿に記載

又は記録された各Ａ種優先株主に通知する。但し、その適用の日の前日までに前記の通知を行うこと

ができない場合、適用の日以降速やかにこれを行う。

(g) 転換価額は、希釈化防止及び異なる種類の株式の株主間の実質的公平の観点から解釈されるものと

し、その算定が困難となる場合又は算定の結果が不合理となる場合には、当社の取締役は、転換価額

の適切な調整その他の合理的に必要な措置を講ずる。

Ⅲ．取得請求受付場所

株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

Ⅳ．取得の効力発生

取得請求書が上記Ⅲ.に記載する取得請求受付場所に到着したときに、当社はＡ種優先株式を取得し、当

該取得請求をした株主は、当社がその取得と引換えに交付すべき普通株式の株主となる。

(5) 金銭を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、当社に対し、取得を希望する日(本(5)において「取得日」という。)を定めてＡ種優先

株式の全部又は一部の取得と引換えに金銭を交付することを請求することができる。当社は、この請求が

なされた場合には、取得日における分配可能額を限度として、法令上可能な範囲で、取得日に、Ａ種優先

株式の全部又は一部の取得を行うものとする。但し、分配可能額を超えてＡ種優先株主から取得請求が

あった場合、取得すべきＡ種優先株式は取得請求される株数に応じた比例按分の方法により決定する。Ａ

種優先株式１株当たりの取得価額は、(ⅰ)当初払込金額、(ⅱ)Ａ種優先累積未払配当金、(ⅲ)前事業年度

未払Ａ種優先配当金、(ⅳ)当事業年度未払優先配当金額、及び(ⅴ)当初払込金額にＡ種優先株式の発行日

(当日を含む。)から取得日(当日を含む。)までの期間に対して年率１％(発行日の属する事業年度を除

き、事業年度ごとの複利計算とし、各事業年度のうち１年に満たない期間がある場合は、当該事業年度に

ついては１年を365日とした日割計算により行うものとし、除算は最後に行うものとする。)の利率で計算

される金額(円位未満小数第２位まで計算し、その小数第２位を四捨五入する。)の合計額とする。なお、

Ａ種優先累積未払配当金、前事業年度未払Ａ種優先配当金、当事業年度未払優先配当金額については、本

３(3)に定める基準価額の計算における「残余財産分配日」を「取得日」と読み替えて計算する。

(6) 金銭を対価とする取得条項

当社は、平成30年３月31日以降であって、当社の取締役会が別に定める日(本項において「取得日」とい

う。)が到来した場合、取得日の到来をもって、Ａ種優先株主又はＡ種登録株式質権者の意思にかかわら

ず、法令上可能な範囲で、金銭と引換えにＡ種優先株式の全部又は一部を取得することができる。なお、

一部取得する場合、比例按分又はその他当社の取締役会が定める合理的な方法による。Ａ種優先株式１株

当たりの取得価額は、(ⅰ)当初払込金額、(ⅱ)Ａ種優先累積未払配当金、(ⅲ)前事業年度未払Ａ種優先配

当金、(ⅳ)当事業年度未払優先配当金額、及び(ⅴ)当初払込金額にＡ種優先株式の発行日(当日を含む。)

から取得日(当日を含む。)までの期間に対して年率１％(発行日の属する事業年度を除き、事業年度ごと

の複利計算とし、各事業年度のうち１年に満たない期間がある場合は、当該事業年度については１年を

365日とした日割計算により行うものとし、除算は最後に行うものとする。)の利率で計算される金額(円

位未満小数第２位まで計算し、その小数第２位を四捨五入する。)の合計額とする。なお、Ａ種優先累積

未払配当金、前事業年度未払Ａ種優先配当金、当事業年度未払優先配当金額については、本３(3)に定め

る基準価額の計算における「残余財産分配日」を「取得日」と読み替えて計算する。

(7) 普通株式を対価とする取得条項

当社は、平成38年３月31日までに当社が取得しなかったＡ種優先株式を、平成38年４月１日(以下「一斉

取得日」という。)をもって、当社の普通株式と引換えに取得するものとする。この場合、Ａ種優先株式

１株の取得と引換えに交付すべき普通株式数は、一斉取得日を取得請求の効力の生じる日とみなして、本

(4)②Ⅰ.により算出される株式数と同株数とする。なお、Ａ種優先株主に交付される普通株式数の算出に

際し、１株未満の端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法により取扱う。

(8) 議決権条項

Ａ種優先株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会（種類株主総会を含む。）において議決

権を有しない。

(9) 譲渡制限

譲渡によるＡ種優先株式の取得については、当社取締役会の承認を要する。

(10)株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

当社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式について株式の分割又は併合を行わない。当社は、Ａ種

優先株主には、募集株式の割当を受ける権利又は募集新株予約権の割当を受ける権利を与えず、また、株

式無償割当て又は新株予約権無償割当を行わない。
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(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成28年12月31日 ―

普通株式
26,803,320

Ａ種優先株式
50

― 12,888 ― 4,041

 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 Ａ種優先株式 50 ―
「１ 株式等の状況 (1)株式の総
数等 ②発行済株式」に記載して
おります。

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 629,200

完全議決権株式(その他) 普通株式 26,171,600 261,716 ―

単元未満株式 普通株式 2,520 ― ―

発行済株式総数 26,803,370 ― ―

総株主の議決権 ― 261,716 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれておりま

す。

２ 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成28年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

② 【自己株式等】

平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社メイコー

神奈川県綾瀬市大上５丁目
14－15

普通株式
629,200

―
普通株式

629,200
2.35

計 ―
普通株式

629,200
―

普通株式
629,200

2.35
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 19,532 18,177

  受取手形及び売掛金 21,758 ※2  25,315

  商品及び製品 3,854 5,025

  仕掛品 3,263 3,562

  原材料及び貯蔵品 4,496 4,902

  その他 2,447 2,084

  貸倒引当金 △24 △187

  流動資産合計 55,329 58,879

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 21,015 19,945

   機械装置及び運搬具（純額） 21,135 19,342

   土地 1,488 1,488

   建設仮勘定 1,734 1,438

   その他（純額） 5,359 5,845

   有形固定資産合計 50,733 48,060

  無形固定資産 212 233

  投資その他の資産 ※1  3,329 ※1  3,241

  固定資産合計 54,275 51,535

 資産合計 109,605 110,415
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 11,605 ※2  14,595

  短期借入金 ※4  12,612 ※4  10,400

  1年内返済予定の長期借入金 ※4  11,745 ※4  12,755

  未払法人税等 147 345

  賞与引当金 494 237

  その他 5,384 ※2  8,332

  流動負債合計 41,990 46,666

 固定負債   

  長期借入金 ※4  32,254 ※4  29,177

  役員退職慰労引当金 239 239

  退職給付に係る負債 2,287 2,402

  その他 4,070 3,721

  固定負債合計 38,851 35,539

 負債合計 80,841 82,205

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 12,888 12,888

  資本剰余金 19,745 11,745

  利益剰余金 △7,659 950

  自己株式 △396 △396

  株主資本合計 24,578 25,188

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 32 25

  繰延ヘッジ損益 △337 41

  為替換算調整勘定 4,475 2,914

  退職給付に係る調整累計額 △246 △209

  その他の包括利益累計額合計 3,925 2,771

 非支配株主持分 260 249

 純資産合計 28,764 28,209

負債純資産合計 109,605 110,415
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 71,882 70,901

売上原価 62,231 58,953

売上総利益 9,650 11,947

販売費及び一般管理費 7,545 7,786

営業利益 2,105 4,161

営業外収益   

 受取利息 17 19

 受取配当金 24 22

 助成金収入 58 72

 受取保険金 30 60

 その他 69 111

 営業外収益合計 200 286

営業外費用   

 支払利息 949 993

 デリバティブ評価損 ― 1,418

 為替差損 91 76

 その他 724 104

 営業外費用合計 1,765 2,592

経常利益 540 1,855

特別利益   

 固定資産売却益 11 ―

 受取補償金 12 ―

 関係会社清算益 8 ―

 特別利益合計 32 ―

特別損失   

 固定資産除売却損 140 92

 減損損失 ※1  8,061 ※1  2

 その他 586 24

 特別損失合計 8,788 120

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

△8,215 1,735

法人税等 1,655 943

四半期純利益又は四半期純損失（△） △9,871 792

非支配株主に帰属する四半期純利益 ― 7

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

△9,871 784
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △9,871 792

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △28 △7

 繰延ヘッジ損益 △187 378

 為替換算調整勘定 △1,932 △1,562

 退職給付に係る調整額 △41 36

 その他の包括利益合計 △2,189 △1,155

四半期包括利益 △12,060 △362

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △12,060 △368

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― 5
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(会計方針の変更等)

(会計方針の変更)

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。　

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

(追加情報)

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)　

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額
　

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

投資その他の資産 18 百万円 18 百万円
 

 
※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。

 なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。
　

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

受取手形 ― 百万円 49 百万円

支払手形 ― 百万円 57 百万円

設備支払手形 ― 百万円 2 百万円
 

　

 ３ 受取手形割引高は、次のとおりであります。
　

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

受取手形割引高 54 百万円 51 百万円
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※４ 財務制限条項

前連結会計年度（平成28年３月31日）

短期借入金及び長期借入金（１年内返済予定額を含む）のうち、36,060百万円には、下記のいずれかに抵触

した場合、該当する融資契約上の債務について期限の利益を喪失する財務制限条項が付いております（複数あ

る場合は、条件の厳しい方を記載しております）。

①各年度における連結損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこと。

②各年度の末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計額が、(ⅰ)21,962百万円、又は(ⅱ)

直前の年度末における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の80％に相当する金額のうち、

いずれか高い方の金額以上であること。但し、(ⅱ)に関しては平成28年３月期は除く。

③各年度の末日における連結貸借対照表に記載される有利子負債の合計金額が、同年度における連結損益計

算書に記載される売上高の金額を12で除し８を乗じた金額以下であること。

　

当第３四半期連結会計期間（平成28年12月31日）

短期借入金及び長期借入金（１年内返済予定額を含む）のうち、35,300百万円には、下記のいずれかに抵触

した場合、該当する融資契約上の債務について期限の利益を喪失する財務制限条項が付いております（複数あ

る場合は、条件の厳しい方を記載しております）。

①各年度における連結損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこと。

②各年度の末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計額が、(ⅰ)21,962百万円、又は(ⅱ)

直前の年度末における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の80％に相当する金額のうち、

いずれか高い方の金額以上であること。但し、(ⅱ)に関しては平成28年３月期は除く。

③各年度の末日における連結貸借対照表に記載される有利子負債の合計金額が、同年度における連結損益計

算書に記載される売上高の金額を12で除し８を乗じた金額以下であること。

 
(四半期連結損益計算書関係)

※１ 減損損失

前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
　

用途 種類 場所 金額

事業用資産

建物及び構築物、

機械装置及び運搬具等
宮城県石巻市 995 百万円

建物及び構築物、

機械装置及び運搬具等
ベトナムハノイ市 7,065 百万円

合 計 8,061 百万円
 

　
当社グループは、事業用資産については主として工場別にグルーピングを行っております。当第３四半期連

結累計期間において、事業用資産は収益性の低下に伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失8,061百万円として特別損失に計上しております。その内訳は、建物及び構築物3,192百万円、機械装

置及び運搬具3,363百万円、土地213百万円、建設仮勘定847百万円及びその他444百万円であります。

 なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額を使用しており

ます。正味売却価額は、固定資産税評価額等に合理的な調整を行って算定した金額により評価しております。

また、使用価値は、将来キャッシュ・フローを14.0％で割り引いて算定しております。

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

減価償却費 5,021 百万円 4,060 百万円
 

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

前連結会計年度において非連結子会社でありましたMeiko Electronics Thang Long Co., Ltd.は、重要性が増し

たため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。この結果、期首の利益剰余金が461百万円減少

しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月10日
取締役会

Ａ種優先株式 175 3,500,000 平成28年９月30日 平成28年12月30日 利益剰余金
 

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成28年６月28日開催の定時株主総会の決議により、平成28年６月30日付で会社法第448条第１項の規定

に基づき資本準備金の額を8,000百万円減少し、その他資本剰余金に振替えるとともに、会社法第452条の規定に基

づき、その他資本剰余金のうち8,000百万円を繰越利益剰余金に振替え、欠損の補填を行いました。

 この結果、当第３四半期連結会計期間末において資本剰余金が11,745百万円、利益剰余金が950百万円となってお

ります。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、電子回路基板等の設計、製造販売及びこれらの付随業務の電子関連事業を主とし、その他の事

業については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度末（平成28年３月31日）

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結会計期間末（平成28年12月31日）

対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、か

つ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。
　

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

通貨
為替予約取引    

  売建 13,417 △1,645 △1,645
 

(注) １ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

２ 時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額又は
   １株当たり四半期純損失金額(△)

△377円14銭 19円91銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(百万円)

△9,871 784

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― 263

 (うち優先配当額 (百万円)) (―) (263)

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金
額又は普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
損失金額(△)(百万円)

△9,871 521

普通株式の期中平均株式数 (株) 26,174,076 26,174,076

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 18円54銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ― 263

（うち優先配当額(百万円)） (―) (263)

普通株式増加数(株) ― 16,154,150

（うち優先株式(株)） (―) (16,154,150)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注) 前第３四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第42期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当については、平成28年11月10日開催の取締役会に

おいて、平成28年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。
 

① 配当金の総額                           Ａ種優先株式          175百万円

② １株当たりの金額                       Ａ種優先株式    3,500,000円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   Ａ種優先株式   平成28年12月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成29年２月13日

株式会社メイコー

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   園   田   博   之   印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   内   田   好   久   印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   宮   原   さ つ き   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メイ

コーの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メイコー及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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